
別添１０ 地方公共団体が扱う行政手続のオンライン化条件整備計画（申請・届出等以外の手続）－第１号法定受託事務

手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

技術的な助言及び勧告並びに資料の提
出の要求

地方自治法 245の4 1 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

是正の要求 地方自治法 245の5 3 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

是正の指示 地方自治法 245の7 1,4 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

是正の指示 地方自治法 245の7 2 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

是正の指示に関する指示 地方自治法 245の7 3 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

法定受託事務の管理若しくは執行の是
正等の勧告

地方自治法 245の8 1 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

法定受託事務の管理若しくは執行の是
正等の指示

地方自治法 245の8 2 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

法定受託事務の管理若しくは執行の是
正等を行うべきことを命ずることを求
める訴えを提起した旨の通告

地方自治法 245の8 4 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

代執行に関する通知 地方自治法 245の8 8 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

法定受託事務の管理若しくは執行の是
正等の勧告等に関する指示

地方自治法 245の8 13 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

処理基準に関する指示 地方自治法 245の9 4 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

各大臣の指示によらない是正の要求 地方自治法 252の17の4 1 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

組織及び運営の合理化に関する技術的
な助言及び勧告並びに資料の提出の要
求

地方自治法 252の17の5 1 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

市町村に関する調査の指示 地方自治法 252の17の7 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

法定受託事務に係る処分等に関する審
査請求

地方自治法 255の2 1 実施方策の検討 実施方策の提示 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

一の普通地方公共団体のみに適用され
る特別法の議決に関する関係普通地方
公共団体の長への通知及び関係書類の
移送

地方自治法 261 2 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

1／12 別添10　地方公共団体／申請・届出等以外の手続（第１号法定受託事務)



手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

一の普通地方公共団体のみに適用され
る特別法の議決に関する通知を受理し
た旨の通知

地方自治法施行令 180 1 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

一の普通地方公共団体のみに適用され
る特別法の議決に関する市町村長に対
する通知を受理した旨の通知

地方自治法施行令 180 3 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

一の普通地方公共団体のみに適用され
る特別法についての賛否の投票の開票
立会人の選任に関する通知

地方自治法施行令 182 1 6 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示の内容：法令の解釈及び事務処理上の留意
事項に関する通知を行う。（システムについてはＬＧＷＡ
Ｎを利用。）

都道府県知事による変更された名称等
の総務大臣への通知

地方自治法 3 6 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村の廃置分合
又は境界変更の処分の通知

地方自治法 7 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事から総務大臣への市町村
の廃置分合又は境界変更の届出

地方自治法 7 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

市の廃置分合に伴う総務大臣との都道
府県知事の協議及び同意

地方自治法 7 2 6 実施方策検討 → 0 0

都道府県知事の市制施行等の処分の通
知等

地方自治法 8 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

市町村の適正規模の都道府県知事の勧
告

地方自治法 8の2 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

市町村の適正規模の計画の制定・変更
の際の意見の聴取

地方自治法 8の2 2 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事の適正規模の勧告の公表 地方自治法 8の2 4 5 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事から総務大臣への適正規
模の勧告の報告

地方自治法 8の2 4 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村の境界争論
の調停

地方自治法 9 1 6 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（電子媒体化が困難な書類を要
するため。他の調停・裁定手続との整合の確保）

都道府県知事による市町村の境界争論
の裁定

地方自治法 9 2 6 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（電子媒体化が困難な書類を要
するため。他の調停・裁定手続との整合の確保）

都道府県知事から総務大臣への境界確
定の届出

地方自治法 9 5 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

境界変更の争論への準用 地方自治法 9 11 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

2／12 別添10　地方公共団体／申請・届出等以外の手続（第１号法定受託事務)



手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

都道府県知事の市町村の境界の決定の
通知

地方自治法 9の2 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事の市町村の境界の決定の
ための意見聴取

地方自治法 9の2 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事の市町村の境界の決定確
定の届出

地方自治法 9の2 5 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事の公有水面のみに係る市
町村の境界変更の決定通知

地方自治法 9の3 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事の公有水面のみに係る市
町村の境界変更の届出

地方自治法 9の3 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事の公有水面のみに係る市
町村の境界争論の調停、裁定

地方自治法 9の3 3 6 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（電子媒体化が困難な書類を要
するため。他の調停・裁定手続との整合の確保）

都道府県知事の公有水面のみに係る市
町村の境界変更決定、争論の調停、裁
定等の通知等

地方自治法 9の3 6 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都知事による特別区の境界変更、廃置
分合の処分の通知

地方自治法 281の4 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都知事による特別区の境界変更、廃置
分合の届出

地方自治法 281の4 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

特別区の廃置分合の都知事の協議 地方自治法 281の4 2 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都知事による特別区の設置の処分の通
知

地方自治法 281の4 8 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都知事による特別区の設置の届出 地方自治法 281の4 8 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都知事の特別区の設置の市町村の協議 地方自治法 281の4 9 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都知事の特別区の境界変更（市町村の
設置を伴わないもの）の処分の通知

地方自治法 281の4 10 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都知事の特別区の境界変更（市町村の
設置を伴わないもの）の届出

地方自治法 281の4 10 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都知事の特別区の境界変更（市町村の
設置を伴わないもの）の協議

地方自治法 281の4 11 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

3／12 別添10　地方公共団体／申請・届出等以外の手続（第１号法定受託事務)



手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

一部事務組合設置における許可の通知 地方自治法 284 2 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

広域連合設置における許可の通知 地方自治法 284 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

全部事務組合設置における許可の通知 地方自治法 284 5 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

役場事務組合設置における許可の通知 地方自治法 284 6 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

一部事務組合の組織、事務及び規約の
変更における許可の通知

地方自治法 286 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

一部事務組合の名称、事務所の位置、
経費の支弁の方法のみに係る一部事務
組合の組織、事務及び規約の変更にお
ける総務大臣又は都道府県知事に対す
る届出

地方自治法 286 2 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

一部事務組合の解散における総務大臣
又は都道府県知事に対する届出

地方自治法 288 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

広域連合の組織、事務及び規約の変更
における許可の通知

地方自治法 291の3 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

広域連合の名称、事務所の位置、経費
の支弁の方法のみに係る規約の変更に
おける総務大臣又は都道府県知事に対
する届出

地方自治法 291の3 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

広域連合が新たに事務を処理すること
とされたときにおける総務大臣又は都
道府県知事に対する届出

地方自治法 291の3 4 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

広域連合が新たに事務を処理すること
とされたときにおける当該広域連合を
組織する地方公共団体の長に対する通
知

地方自治法 291の3 4 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事が広域連合の組織、事務
及び規約の変更を許可したときの公表

地方自治法 291の3 5 5 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事が広域連合の組織、事務
及び規約の変更を許可したときの総務
大臣に対する報告

地方自治法 291の3 5 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

広域連合が作成した広域計画都道府県
知事による受理

地方自治法 291の7 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

広域連合が変更した広域計画の都道府
県知事による受理

地方自治法 291の7 6 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

広域連合の長が当該広域連合を組織す
る地方公共団体に対する広域計画の実
施に関し必要な措置を構ずべき勧告

地方自治法 291の7 6 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

4／12 別添10　地方公共団体／申請・届出等以外の手続（第１号法定受託事務)



手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

広域連合の解散における許可の通知 地方自治法 291の10 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事が広域連合の解散を許可
したときにおける公表

地方自治法 291の10 3 5 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事が広域連合の解散を許可
したときにおける総務大臣への報告

地方自治法 291の10 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

全部事務組合の組織及び規約の変更に
おける許可の通知

地方自治法 291の14 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

全部事務組合の解散における許可の通
知

地方自治法 291の14 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

役場事務組合の解散における都道府県
知事に対する届出

地方自治法 291の15 2 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

廃置分合の際の承継事務の分界決定又
は承継団体指定の通知

地方自治法施行令 5 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

境界変更の際の事務の分割の決定通知 地方自治法施行令 6 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

所有権移転等促進計画の作成・変更の際
の都道府県知事の同意

特定農山村地域における農林業等の活性
化のための基盤整備の促進に関する法律

8 4 6 法令の見直し等・実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事の総務大臣への報告 地方公務員等共済組合法施行令 67 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0 実施方策の提示は、システム（汎用受付システムを利
用）、事務処理フロー、タイムスケジュール等各地方公共
団体共通のものを示す予定

選挙権・被選挙権を有しない者に関す
る通知

公職選挙法 11 3 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

選挙人名簿・在外選挙人名簿の縦覧 公職選挙法 23,30の7 1 5 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（対面審査が必要なため、直ち
にオンライン化を実施することは困難、他の実施状況等も
踏まえ検討。）

選挙人名簿・在外選挙人名簿の登録に
関する異議の申出に係る手続

公職選挙法 24,30の8 1 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（対面審査が必要なため、直ち
にオンライン化を実施することは困難、他の実施状況等も
踏まえ検討。）

市町村選管相互の選挙人の選挙資格に
関する通報

公職選挙法 29,30の12 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

選挙人名簿・在外選挙人名簿の抄本の
閲覧

公職選挙法 29,30の12 2 5 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（対面審査が必要なため、直ち
にオンライン化を実施することは困難、他の実施状況等も
踏まえ検討。）

衆議院議員又は参議院議員の選挙の投
票立会人の選任通知

公職選挙法 38 1,2 0 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

5／12 別添10　地方公共団体／申請・届出等以外の手続（第１号法定受託事務)



手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

衆議院議員又は参議院議員の選挙にお
ける投票時間の繰り上げ又は繰り下げ
に関する通知・届出

公職選挙法 40 2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院議員又は参議院議員の選挙にお
ける繰延投票を行うべき事由に関する
届出

公職選挙法 57 2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院議員又は参議院議員の選挙にお
ける開票立会人の追加の選任通知

公職選挙法 62 8 0 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院議員又は参議院議員の選挙にお
ける投票の点検に関する報告

公職選挙法 66 3 6 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（対面審査が必要なため、直ち
にオンライン化を実施することは困難、他の実施状況等も
踏まえ検討。）

衆議院議員又は参議院議員の選挙にお
ける繰延開票を行うべき事由に関する
届出（準用・５７条）

公職選挙法 73 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆・参議院比例代表選出議員選挙の場
合の選挙分会長から選挙会長への選挙
分会結果の報告

公職選挙法 81 1,4 6 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（対面審査が必要なため、直ち
にオンライン化を実施することは困難、他の実施状況等も
踏まえ検討。）

衆議院小選挙区選出議員選挙及び参議
院選挙区選出議員選挙における立候補
届出の却下等についての報告

公職選挙法 86,86の4 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院小選挙区選出議員又は参議院選
挙区選出議員選挙における無投票当選
の通知・報告

公職選挙法 100 5 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院小選挙区選出議員及び参議院選
挙区選出議員の選挙における当選人決
定の報告

公職選挙法 101,101の3 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院小選挙区選出議員及び参議院選
挙区選出議員の選挙における当選人決
定の告知

公職選挙法 101,101の3 0 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（対面審査が必要なため、直ち
にオンライン化を実施することは困難、他の実施状況等も
踏まえ検討。）

衆議院小選挙区選出議員及び比例代表
選出議員の同時選挙における当選人決
定の報告

公職選挙法 101 3 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

参議院選挙区選出議員選挙又は衆議院
小選挙区選出議員選挙における当選人
がない場合等の報告

公職選挙法 106 1 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

参議院選挙区選出議員選挙、衆議院小
選挙区選出議員選挙における当選等に
関する報告

公職選挙法 108 1 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

参議院選挙区選出議員又は衆議院小選
挙区選出議員の欠員等の選挙長への通
知

公職選挙法 111 2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

参議院議員又は衆議院議員選挙におけ
る選挙事務所の閉鎖命令

公職選挙法 134 1 3 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院小選挙区選出議員又は参議院選
挙区選出議員の選挙におけるポスター
掲示場の数の削減に関する協議

公職選挙法 144の2 2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

6／12 別添10　地方公共団体／申請・届出等以外の手続（第１号法定受託事務)



手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

文書図画の撤去命令 公職選挙法 147 3 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

文書図画の撤去に関する警察署長への
通報

公職選挙法 147 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

個人演説会を開催することができる施
設の報告

公職選挙法 161 3 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院小選挙区選挙・参議院選挙区選
挙の選挙運動費用収支報告書の閲覧

公職選挙法 192 4 5 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（全てが電磁的記録により提出
されるわけではなく、極めて多量のデータの取扱い等に関
する検討が必要）

報告書の調査に関する資料の要求 公職選挙法 193 0 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

参議院選挙区選挙における推薦団体の
確認をしたことの通知

公職選挙法 201の4 4 0 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

政治活動用文書図画の撤去命令 公職選挙法 201の11 11 4 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

選挙権を有しない者の通知 公職選挙法施行令 1 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

選挙人名簿登録のための確認資料の提
出の求め

公職選挙法施行令 10の2 2 0 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

年令満１９年の者の調査等に関する要
請

公職選挙法施行令 11 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

縦覧用書面の写しの閲覧 公職選挙法施行令 15 5 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（対面審査が必要なため、直ち
にオンライン化を実施することは困難、他の実施状況等も
踏まえ検討。）

選挙人名簿の送付を受け、又は引継ぎ
をした旨及び送付又は引継ぎに係る選
挙人名簿に登録されている者の数の報
告

公職選挙法施行令 19 3,4 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

選挙人名簿に登録されている選挙人の
数の報告

公職選挙法施行令 22 1,2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

指定在外選挙投票区に関する通知 公職選挙法施行令 23の2 2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

在外選挙人名簿の被登録資格に関する
資料等の提出の求め

公職選挙法施行令 23の4 2 6 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（電磁的記録に代えることが困
難な現物が必要なため、また、海外との手続であり、在外
選挙人の個人認証の方法や海外のネットワーク、セキュリ
ティの観点から。）

在外選挙人名簿の被登録資格に関する
確認の求め

公職選挙法施行令 23の5 1 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

7／12 別添10　地方公共団体／申請・届出等以外の手続（第１号法定受託事務)



手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

在外選挙人名簿に登録しなかった場合
の通知

公職選挙法施行令 23の6 0 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（電磁的記録に代えることが困
難な現物が必要なため、また、海外との手続であり、在外
選挙人の個人認証の方法や海外のネットワーク、セキュリ
ティの観点から。）

在外選挙人名簿に係る登録事項の書面
の写しの閲覧

公職選挙法施行令 23の11 6 5 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（対面審査が必要なため、直ち
にオンライン化を実施することは困難、他の実施状況等も
踏まえ検討。）

在外選挙人名簿からの抹消に関する通
知

公職選挙法施行令 23の14,23
の15

6 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（電磁的記録に代えることが困
難な現物が必要なため、また、海外との手続であり、在外
選挙人の個人認証の方法や海外のネットワーク、セキュリ
ティの観点から。）

在外選挙人名簿に登録されている選挙
人の数の報告等

公職選挙法施行令 23の16 1 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

在外選挙人名簿の再調製に関し選挙人
の確認のための資料の提出の求め

公職選挙法施行令 23の16 2 0 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（海外との手続であり、在外選
挙人の個人認証の方法や海外のネットワーク、セキュリ
ティの観点から。）

衆議院・参議院選挙に係る指定投票区
の指定等に関する通知

公職選挙法施行令 26 2 0 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院・参議院選挙に係る指定投票区
における投票等に関する通知

公職選挙法施行令 26の2 1 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

参議院議員・衆議院議員の選挙におけ
る投票立会人の氏名等の通知

公職選挙法施行令 27  6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

繰上投票の期日の通知 公職選挙法施行令 46 1,2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

繰延投票の期日の通知 公職選挙法施行令 48 1,2,3 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

公職選挙法49条２項に規定する政令で
定めるものに該当することの証明

公職選挙法施行令 59の2 0 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（身体障害者手帳及び戦傷病者
手帳に代わるものとして発行するものであり、証明書の正
本は現物で１部である必要があるため。）

ファクシミリ装置を用いて行う通信に
使用すべき電気通信番号の船長への通
知

公職選挙法施行令 59の6 6 6 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（遠洋の海上にある船舶への通
知であり、更なる検討が必要。）

選管からの投票用紙等交付請求書等の
提出

公職選挙法施行令 65の18 2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

数町村の区域を合わせて一開票区を設
けた場合の開票に係る手続

公職選挙法施行令 66,67,70の
3

0 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

参議院・衆議院の議員の選挙における
開票立会人を定めた場合の通知

公職選挙法施行令 70の2 1,2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

繰延開票の通知等 公職選挙法施行令 78 1,2,3,4 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

8／12 別添10　地方公共団体／申請・届出等以外の手続（第１号法定受託事務)



手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

衆議院及び参議院の選挙における繰延
選挙会等の通知

公職選挙法施行令 87 1,2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院議員及び参議院議員の選挙にお
ける公職の候補者等に関する通知

公職選挙法施行令 92 1,2,3,4,6,
7,8,9

6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

ポスターの汚損・脱落の通報 公職選挙法施行令 111の2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院議員及び参議院議員の選挙にお
ける個人演説会等の開催不能の通知

公職選挙法施行令 114 1,2 0 実施方策検討・法令の見直し 実施方策検討・法令の見直し・実施方
策の提示

0 0

衆議院比例代表選出議員選挙における
個人演説会等の開催に関する通知

公職選挙法施行令 115,117 6 実施方策検討・法令の見直し 実施方策検討・法令の見直し・実施方
策の提示

0 0

個人演説会等の施設の使用に関する手
続

公職選挙法施行令 118,119 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

個人演説会等の施設の使用のために納
付すべき費用の定めの承認

公職選挙法施行令 121 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

数町村の区域を合わせて１開票区を設
けた場合の氏名等の掲示の掲載の順序
を定めるくじを行う町村の選挙管理委
員会を定める協議

公職選挙法施行令 126 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

参議院選挙区選出議員選挙及び衆議院
小選挙区選出議員選挙の一部無効に関
する通知

公職選挙法施行令 132の10 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

常時啓発事業の委託を受けた旨の報告 公職選挙法施行令 133 2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

衆議院小選挙区選出議員及び参議院選
挙区選出議員の選挙における政見放送
に関する手続

政見放送及び経歴放送実施規程 2,3,5,9,12
,14,15,16,

20

0 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

審査の投票の点検の結果の報告 最高裁判所裁判官国民審査法 21 6 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（対面審査が必要なため、直ち
にオンライン化を実施することは困難、他の実施状況等も
踏まえ検討。）

審査分会の結果の審査長への報告 最高裁判所裁判官国民審査法 29 6 実施方策検討 → 0 0 オンライン化条件整備困難（対面審査が必要なため、直ち
にオンライン化を実施することは困難、他の実施状況等も
踏まえ検討。）

審査に付される裁判官の氏名・死亡等
に関する通知

最高裁判所裁判官国民審査法施行令 2 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

選挙人名簿登録者数の報告 最高裁判所裁判官国民審査法施行令 15 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0

国政選挙等の執行経費の額の算定に関
する手続

国会議員の選挙等の執行経費の基準に
関する法律

4,5,13 6 実施方策検討・法令の見直し等 実施方策検討・法令の見直し等・実施
方策の提示

0 0
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手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

政治団体の名称等の告示 政治資金規正法 ７の2 1 5 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示は、システム（地方自治体の汎用受付シス
テムを利用）、事務処理フロー等各地方公共団体共通のも
のを示す予定

政治団体の解散の告示 政治資金規正法 17 3 5 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示は、システム（地方自治体の汎用受付シス
テムを利用）、事務処理フロー等各地方公共団体共通のも
のを示す予定

資金管理団体の名称等の告示 政治資金規正法 19の2 1 5 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示は、システム（地方自治体の汎用受付シス
テムを利用）、事務処理フロー等各地方公共団体共通のも
のを示す予定

収支報告書の要旨の公表 政治資金規正法 20 1 5 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示は、システム（地方自治体の汎用受付シス
テムを利用）、事務処理フロー等各地方公共団体共通のも
のを示す予定

収支報告書の閲覧 政治資金規正法 20の2 2 5 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示は、システム（地方自治体の汎用受付シス
テムを利用）、事務処理フロー等各地方公共団体共通のも
のを示す予定

匿名寄附等の国庫納付手続 政治資金規正法 22の6 4 0 実施方策検討 実施方策の提示 1 1 受付時間の延長 実施方策の提示は、システム（地方自治体の汎用受付シス
テムを利用）、事務処理フロー、住基ネットの利用方針等
各地方公共団体共通のものを示す予定

選挙権及び被選挙権の停止の通知 政治資金規正法 28 4 6 実施方策検討 実施方策の提示 1 1 受付時間の延長 実施方策の提示は、システム（地方自治体の汎用受付シス
テム及びLGWAN等を利用）、事務処理フロー等各地方公共
団体共通のものを示す予定

届出・収支報告書の訂正命令 政治資金規正法 31 3 実施方策検討 実施方策の提示 0 0 実施方策の提示は、システム（地方自治体の汎用受付シス
テムを利用）、事務処理フロー、住基ネットの利用方針等
各地方公共団体共通のものを示す予定

使途等報告書等（都道府県選挙管理委
員会宛）の閲覧

政党助成法 32 5 5 実施方策の提示 （実施方策の提示） 0 0 実施方策の提示は、システム（地方自治体の汎用受付シス
テムを利用）、事務処理フロー等各地方公共団体共通のも
のを示す予定

届出書類等の訂正命令 政党助成法 37 3 実施方策検討 実施方策の提示 0 0 実施方策の提示は、システム（地方自治体の汎用受付シス
テムを利用）、事務処理フロー、住基ネットの利用方針等
各地方公共団体共通のものを示す予定

都道府県知事による総務大臣に対する
市町村長から提出された交付税の算定
に関する資料の送付

地方交付税法 5 3 6 オンライン化運用 → 0 0

都道府県知事による総務大臣に対する
交付税の算定に関する資料の検査結果
の報告

地方交付税法 17の3 2 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

地方団体による総務大臣に対する交付
税の額の算定方法に関する意見の申出
（うち市町村からの場合＝都道府県知
事を経由）

地方交付税法 17の4 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

地方団体による総務大臣に対する審査
の申立て（うち市町村からの場合＝都
道府県知事を経由）

地方交付税法 18 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

総務大臣による地方団体に対する審査
の申立てに係る審査結果の通知（うち
市町村に対する場合＝都道府県知事を
経由）

地方交付税法 18 2 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

地方団体による総務大臣に対する、錯
誤措置等に対する異議の申出（うち市
町村からの場合＝都道府県知事を経
由）

地方交付税法 19 7 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0
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手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

総務大臣による地方団体に対する、錯
誤措置等に対する地方団体の異議の申
出に係る決定の通知（うち市町村に対
する場合＝都道府県知事を経由）

地方交付税法 19 8 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

地方団体による総務大臣に対する、関
係行政機関の勧告等に基づく減額等に
対する異議の申出（うち市町村からの
場合＝都道府県知事を経由）

地方交付税法 20の2 4 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による総務大臣に対する
市町村の基準財政需要額及び基準財政
収入額並びに市町村に対して交付すべ
き交付税の額の報告

地方交付税法施行令 2 1 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村に対する基
準財政需要額及び基準財政収入額の通
知

地方交付税法施行令 2 1 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村に対する総
務大臣が決定し、又は変更した交付税
の額の通知

地方交付税法施行令 2 1 2 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による総務大臣に対する
交付時期ごとに交付すべき交付税の額
の報告

地方交付税法施行令 2 1 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村に対する交
付時期ごとに交付すべき交付税の額の
通知

地方交付税法施行令 2 1 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による総務大臣に対する
市町村の基準財政需要額及び基準財政
収入額に加減算すべき額の報告

地方交付税法施行令 2 1 5 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村に対する市
町村の基準財政需要額及び基準財政収
入額に加減算すべき額の通知

地方交付税法施行令 2 1 5 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による総務大臣に対する
市町村が返還すべき交付税の額の報告

地方交付税法施行令 2 1 6 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村への市町村
が返還すべき交付税の額の返還方法に
ついての意見聴取

地方交付税法施行令 2 1 6 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による総務大臣に対す
る、市町村長から提出された地方特例
交付金の額の算定に用いる資料の送付

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律

11 2 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による総務大臣に対する
地方特例交付金の額の算定に関する資
料の検査結果の報告

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律

11 4 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

地方公共団体による総務大臣に対する
審査の申立て（うち市町村からの場合
＝都道府県知事を経由）

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律

12 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

総務大臣による地方公共団体に対する
審査の申立てに係る審査結果の通知
（うち市町村に対する場合＝都道府県
知事を経由）

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律

12 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

地方公共団体による総務大臣に対す
る、錯誤措置等に対する異議の申出
（うち市町村からの場合＝都道府県知
事を経由）

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律

12 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0
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手続名 根拠法令名 根拠条項 手続 １４年度 １５年度 手続の見直し 備考

条 項 号 附則 類型 該当の有無 該当件数 内容

現行手続における住
民票の写し・戸籍謄
抄本添付の有無

都道府県知事による総務大臣に対する
市町村の増減収見込額及び市町村に対
して交付すべき交付金の額の報告

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律施行令

4 1 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村に対する増
減収見込額の通知

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律施行令

4 1 1 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村に対する総
務大臣が決定した交付金の額の通知

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律施行令

4 1 2 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による総務大臣に対する
交付時期ごとに交付すべき交付金の額
の報告

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律施行令

4 1 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村に対する交
付時期ごとに交付すべき交付金の額の
通知

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律施行令

4 1 3 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による総務大臣に対する
市町村の増減収見込額に加減算すべき
額の報告

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律施行令

4 1 5 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村に対する市
町村の増減収見込額に加減算すべき額
の通知

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律施行令

4 1 5 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による総務大臣に対する
市町村が返還すべき交付金の額の報告

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律施行令

4 1 6 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

都道府県知事による市町村への市町村
が返還すべき交付金の額の返還方法に
ついての意見聴取

地方特例交付金等の地方財政の特別措
置に関する法律施行令

4 1 6 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

地方債の起債又は起債変更の許可の申
請

地方財政法 33の7 4 6 実施方策検討 実施方策の提示 0 0

土地の立入りの許可申請があったときの
土地の所有者等への通知

石油パイプライン事業法 34 2 5 オンライン化実施 → 0 0

所 管 手 続 数 合 計 187 26 141 計  2 計  2

167

注１．「手続類型」欄に掲げる数値は、1:不服申立て、2:準司法的手続、3:処分（申請に対する処分を除く。）、4:行政指導、5:公示、閲覧、縦覧等、6:行政機関等間の手続、0:その他

注２．「現行手続における住民票の写し・戸籍謄抄本添付の有無」欄に掲げる数値は、1:現行の手続における添付書類として住民票の写しを求めている場合、2:戸籍謄抄本を求めている場合

年度別条件整備数

オンライン化条件整備数合計（計画期間中）
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